
《一部新規》
障がい者自立支援対策臨時特例交付金特別対策事業（基金事業）
	１．目　　的
	　障害者自立支援法の円滑な実施を図るため、法施行に伴う事業者に対する運営の安定化等や新法への移行等のための円滑な実施を図る措置について、基金を活用して事業を行い、障がい者及び障がい児の自立した日常生活又は社会生活を支援する。

	２．事業主体
	都道府県又は市町村

	３．実施期間
	23年度末まで延長。また、2月補正予算にて基金の積み増しを計上。

	４．予 算 額
	21年度当初予算　27億  684万8千円

（福祉・介護人材確保緊急支援事業3億4,819万7千円を含む）

	５．対象事業
	

	区　分
	事　　業　　名　※アンダーラインは21年度から拡充した事業

	１．事業者に

対する運営

の安定化等

を図る措置
	①事業運営安定化事業

　　旧体系施設及び障がい児施設における事業運営の安定化を図るため、従前の月払いによる報酬額の９０％を下回る場合に、その差額に対して助成する。（新体系に移行した場合にも助成あり。）
②通所サービス等利用促進事業

　　通所サービス及び短期入所における送迎サービスに対して助成する。
③新事業移行促進事業（新規）

　　新体系移行に伴うコストの増加等に対応できるよう、新体系事業所等へ移行した月の利用者数に応じて助成する。

④事務処理安定化支援事業（新規）

　　法施行に伴う事務処理の定着を図るため事務職員を配置する場合に助成する。

⑤就労系事業利用に向けたアセスメント実施連携事業（新規）
　　就労移行支援事業所等が特別支援学校在学中等の障がい者に対し、円滑にアセスメントを実施するための体制整備に対して助成する。

⑥地域移行支度経費支援事業（新規）

　　施設入所又は精神科病院に入院する障がい者の地域生活への移行を促進するために、地域での生活に必要な物品購入に対して助成する。

	２．新法への

移行等のた

めの円滑な

実施を図る

措置

（２．新法への

移行等のた

めの円滑な

実施を図る

措置）
	⑦小規模作業所緊急支援事業

　　直ちに移行することが困難な小規模作業所に対して助成する。
⑧障がい者自立支援基盤整備事業

　　既存施設が新体系サービスに移行する場合等に必要となる施設の改修等に対して助成する。

⑨移行等支援事業

　　旧体系から新体系サービスへ移行予定の小規模作業所やデイサービス等を支援するためのコンサルタント等の派遣、その他移行のための支援等を行う。

⑩障がい者地域移行体制強化事業（新規含む）

　　地域移行のための関係機関のネットワーク強化、グループホーム等への移行のための支援、施設職員による包括的な地域移行支援への助成、地域生活支援の拠点化に関するモデル事業等を行う。

⑪一般就労移行等促進事業（新規含む）

　　障がい者の職場実習・職場見学の促進、就労支援ネットワークの強化・充実、一般就労への移行に有効な施設外就労等の促進、移行後の職場定着支援、離職の危機や離職した者への再チャレンジ支援、目標工賃達成に対する助成及び就労継続支援Ｂ型から就労継続支援Ａ型への移行についての支援を行う。
⑫小規模作業所移行促進事業

　　利用者が少なく、人数要件に満たない複数の小規模作業所が統合するために必要となる経費に対して助成する。

⑬制度改正に向けた相談支援体制整備特別支援事業（新規含む）
　　相談支援体制の構築及び充実強化を図るため、先進地からのアドバイザー派遣、ピアサポートの推進、居住サポート事業の立ち上げ支援、地域自立支援協議会の運営強化を行う。

⑭障がい児を育てる地域の支援体制整備事業

　　障がい児の支援が円滑に行われるよう、障がい児を育てる親同士の交流の場等の整備、個別の支援計画や支援の情報を関係機関で共有するための制度構築を行う。

⑮障がい者自立支援法等改正施行円滑化特別支援事業
　　法の改正に伴い、市町村等が必要となる制度改正の広報等やシステム改修等の経費に対して助成する。

⑯相談支援充実・強化事業

　　障がい者等に対して障がい福祉施策に関する情報をきめ細かく周知するため、説明会・相談会等一層の相談支援の充実・強化を図る事業に対して助成する。

⑰地域における施設の拠点機能に着目した事業者支援事業

　　施設が地域の拠点機能として、障がい者に対する地域住民の理解や支援力を高め、地域の受け入れ体制の整備を図る取組みに対して助成する。

⑱重度訪問介護の利用促進に係る市町村支援事業（新規）
　　重度障がい者の割合が高い市町村に対し、国庫負担基準額を超過する金額の範囲内で助成する。

⑲精神障がい者生活訓練施設等移行促進事業（新規）
　　精神障がい者生活訓練施設等が新体系サービスへ移行するため、ノウハウを得るための視察等や移行準備を行うための職員の雇い上げ経費等に対して助成する。
⑳その他法施行に伴い緊急に必要な事業（新規含む）
　　事業者の事務処理コストに対する助成、進行性筋萎縮症者療養等給付事業受給者の生活支援、オストメイト対応トイレの整備、視覚障がい者等のために自治体窓口等に設置する情報支援機器等の整備・購入、視覚障がい者移動支援事業従事者の資質向上、身体障がい者更生相談所等における補装具判定等の見識や資質向上、コミュニケーション支援事業の広域支援検討、障がい者スポーツの振興、障がい者スポーツが行えるよう体育館等バリアフリー整備等に対して助成する。

	３．福祉・介護人材の緊急的な確保を図る措置

「福祉・介護人材確保緊急支援事業」は別掲


主要事業
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